
●税巷訴訟における補佐人深耕

◆蝕gガCg◆

納職者の権利救済手轟きのうち裁判手続

きにおける・補佐人としての税理士業務につ

いて，改正税理士法で導入された・出廷陳述

権（税理士法2条の2）にもとづ善∴税金

の弁護士（タックス・ロイヤー）としての

役割が明確となったことから，税理士の活

動範腐が司法の分野でも期待されているこ

とに焦点を当て，補佐人貴腐をするにあた

っての心構えなど税理士優について考えて

みる。

泰稿では，まず税務訴訟手続蕃や審査請

求の不破申し立てとの違いを枚親し，さら

に堕者の経験した事例を参考に課税要件事

実認定と法的判断のあり方および納税者の

代理人としての心構えなど私見を述べト最

後に現在の税務争訟制度にぬける問題点に

？いても論及する。

は　じ　め　に

裁判手続きは，簡単に言えば，原告および被

告が裁判官に対して，要件事実の証明と法的義

づけの正当性を主張・立証を適して行う法律手
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続きである。そして，裁判においては，法と証

拠が重要な要素であり，如何にこれを説得力を

もって示して行くことができるかが勝敗の決め

手になってくる。

そこには，庶告納税者側・課税庁側両当事者

の事実認識の違いや見解の相違が当然に存して

お．り，裁判手続きでは安易な安協は許されない0

それは，原告納税者の財産権の保護という基本

的人権にも関係しており，意法をはじめとする

実体法律の解釈学と結びついて租税制度のあり

方も闘われることもありうる0

税務訴威においては，課税要件事実の認定と

租税法律主義をはじめとする租税法解釈学の原

則論が基本となって，主張・立証が行われるこ

とになる。

税務所思は，究極的な納税者の権利救済手続

きであるカミ，一般的にいうと，納税者の権利救

済制度は，課税処分前の事前救領事続きと課税

処分後の事後救済手続きに分けられる○

税理士の代理乗務として一般的に行われる税

務調査手続き等は，事前救済手続きの代理行為

であり，また，異議申立てヤ審査讃求手続きは

事後救済手続きの代理行為である。さらに，究

穣の事後敦済手続きとして，裁判手続きにおけ

る一種の代理業務として位置づけられる補佐人

の出廷陳述権がある。

重要なことは，税務訴訟の対象となる争点が，

すでに撹務調査等（あるいは申告時）の段階か

ら存している場合が多いということであり，こ

のことは，税理士の基本的業務である税務申告

書作成および税務代理業務と不可分に関わって

いるということである。そして，税務調査等で

立派に代理行為ができなければ，その後に続く

事後救済手続きが危うくなるとさえいえるので

ある。もっといえば．税務調査等の事前救済手

続きで安易な変協をしないで課税庁と対応でき

る姿勢が問われるのである。争うことを恐れて

正当な主張や事実関係と法律の適用に関する主

張を放棄（修正申告）したら事後救済の途は閉

ざされてしまうからである。

また，事後救消手続きにおいては，行政争訟

制度（不服申立てと税務訴訟を総称していわれ

る。）の大きな問題ではあるが，執行不停止の

原則（行政不服審査法34，行訴法25）があるこ

とから，争訟を捷起しても徴税の執行は停止さ

れないということである。

さらに，税務に関する訴訟は，通常の民事訴

訟の内容と異なる部分が多く，特に会計処理や

税務事実の認定，税法の解釈等については税務

に関する専門家である税理士の助力が必要な場

合が多いのが通常である。

したがって，納税者の立場からは，税務訴訟

を捷起する場合，訴訟前置制度である不服申立

ての代理を行った税理士または別の不服申立て

に精通した税理士とよく相談し，税理士を補佐

人として選任することの有益性を判断するとと

もに，連携する訴訟代理人には税務訴訟を経験

している弁護士を選択することが望まれる。

本稿では，納税者の権利救済手続きのうち裁

判手続きにおける補佐人としての税理士業務に

っいて，改正税理士法で導入された寓延陳述権

（税理士法2粂のZ）にもとづき，税金の弁護

士（タックス・ロイヤー）としての役割が明確

となったことから，補佐人業務をするにあたっ

ての心構えなどについて考えてみたい。

本稿の論述方法として，まず税務訴訟手続き

や審査請求の不服申し立てとの違いを概観し，

さらに筆者の経験した事例を参考に課税要件事

実認定と法的判断のあり方および納税者の代理

人としての心構えなどについて私見を述べ，最

後に現在の税務争訟制度における改善すべき問

題点についても論及したい。

本稿が，今後税理士の補佐人兼務にあたって

奄益な参考資料となれば幸いである。

且　税務訴訟手続きの概要

ここでは税務訴訟の典型的な課税処分の取消

しを求める税務訴訟手続き（行訴法3②，7）

の概要を記してみる。

1　訴えの提起

訴えの捷起は，訴状を正副本2適作成し，裁

判所に繰出して行う（民訴法ユ33①）。訴状には，

①当事者および代理人の表示，②藷求の趣旨，

⑨請求の原因，④作成者の署名または記名捺印，

⑤作成年月日，⑥事件の表示，⑦付属書類の表

示，⑧裁判所の表示についての事項を記載する

（民訴規2）。

なお，平成15年改正民事訴訟法では，「訴え

の提起前の証拠収集」にかかる規定が設けられ

た（民訴法132の2～132の9）。

2　訴訟黄用

訴えを鴇起するには，訴訟物の価額（訴額）

に応じて算出される額の手数料を納付しなけれ

ばならない。訴訟物の価額は，原則として，原

告が訴えで請求する利益額によって算定する

（民訴法8（乱　なお，民訴費4⑦）。

3　訴状の審理と送達

訴状を受理した裁判所は，事件を担当する貌

判官が訴状の審査を行い，それが通式であれば，

訴状の謄本（副本）を被告（税務署長等）に送
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通する（艮駆法138）。送達に際して，裁判所は，

1楯状の雑則を始める第1回口頭弁論期日を指定

し．原告および被告を呼び也す「呼出状」を同

時に送付する。

4　答弁書

被告に訴状が送達されると，被告は答弁書を

作成し，裁判所に正副本2通を提出し，裁判所

は，答弁曹の膿本（副本）を原告に送達する。

答弁書は，準備替面の一つであり，被告が最

初に擾出する準備書面であることから，これを

答弁昏と呼んでいる。準備蕃面とは，当事者が

口頭弁論期日において陳述しようとする事項を

記載してあらかじめ裁判所に提出する春雨のこ

とをいう。その記載事項は法定されており（民

訴親2），これに被告国側の指定代理人が記名

捺印する。

5　審：哩に関する諸基本原則

①　双方審尋主義：当事者双方に，その言い分

を述べる機会を平等に与えられる原則をい

う。

②　処分確主義：訴訟の開始，審理の対象（訴

訟物），訴訟の終了についての処分の自由を

当事者に認める原則をいう。

③　弁論主義：裁判所が判決の基礎とすること

ができる主要事実は，当事者のいずれかが口

演弁論において陳述した主要事実に限られる

原則をいう。

（む　口頭主義：訴訟の審理に際し，当事者およ

び裁判所の訴訟行為については，口頭の陳述

とその聴如こよって行う原則をいう。準備書

面も訴状や答弁書と同様に口頭弁静期日にお

いて陳述しなければならない。例えば，「準

備書面の通り陳述します。」と述べる。

⑤　直接主義：訴訟を主宰する裁判官が弁論の

聴取や証拠調べ等を自ら行う展則をいう。

⑥　公開主義：訴訟の審理（口頭弁静と判決の

言渡し）は，公開の法廷で行うのが原月け。
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（う　裁判所の訴訟指揮権：訴訟の審理（口頭弁

論）を迅速，かつ，完全に達成するために裁

判長に認められる権限をいう。

6　主張・立証責任

弁論主義の立場から，当事者は，自己に有利

な主要事実はこれを主張しないと，その事実は

ないものとして扱われ，不利な裁判を受けるこ

とになることを主張責任という。

判決の基礎となる主要事実の存否が争われた

場合は，証拠によってその事実を立証しなけれ

ばならないことを立証費任という。

7　証拠調べ

当事者の主張および争点が整理されると，証

拠調べが行われる。証拠とは，一般には，裁判

官に事実の存否について確僧を待させる資料を

いう。その証拠方法としては，人を尋問して，

その供述を証拠とする人的証拠（人証ともいい，

証人，鑑定人，当事者本人がある。）と，それ

以外の方法で取り調べる物的証拠（物証ともい

い，書証，検証物がある。）がある。

8　裁判所の釈明権と当事者の求釈明権

裁判所は，訴散開係を明確にするため，事実

上および法律上の事項に関して当事者に射し釈

明を求めたり，当事者も裁判長に対して釈明を

求めることができる（民訴法149，151）。

9　弁論の終結

当事者の訴訟行為が尽くされ，裁判所が判決

をするに熱したと判断した場合には，裁判長の

宣言により弁論を終結する。

10　判決等

判決として，形式的な訴訟要件が欠けている

場合に，赤えを不適法として却下する（いわゆ

る門前払い）判決（これは，訴訟判決と呼ばれ

る。）を除き，原告の請求について実質的に判

断する本案判決がなされる。この本案判決は，

請求を認容する判決と請求を棄却する判決に分

けられる。

判決の内容は，判決書に，主文，事実および

争点，理由等が記載され　その言渡しにより効

力を生ずる（民訴法250）。判決は，言渡し後遅

滞なく書記官に交付され，交付後2週間内に当

事者に送達される。送達を受けたHから2週間

以内に控訴（第2審）することができる（民訴

法285）。

控訴屈の判決に意法解釈上の誤りがあること

または明白な法令違背があることを理由とする

ときは，なお上告をなすことができる（民訴法

312）。

2　審査請求手続きと税務訴訟手

続きの違い

審査請求手続きの概要は省略するが，審査論

求手続きと税務訴訟手続きの違いは，簡単に言

えば，審査論求手練きに比べ税務訴訟手筋きは，

裁判所という厳格な司法制度の下で行う紛争解

決手続きであり，課税要件事実認雇に関しての

立証責任が大きな比重を占めているといえる。

審査請求手続きは，国税不服審判所へ納税者

（請求人）の審査請求書の追出，課税庁の答弁

書，請求人の反論書，課税庁の意見書が数回提

出され　一定の段階で審判所が争点整理のため

請求人からヒアリングを行い，その後裁決がな

される。

請求人が行う審査請求書での審査型由香およ

び誅胡庁に対する反論琶での主張や課税庁の答

弁香および意見奮は訴訟手続きの準備春画に通

じるものがある。

したがって，法と証拠に基づく主張・立証の

手続き自体は，程度の差はあるものの審査請凍

手続きと税務訴蘭では大差はないと考えられ

る。開窺は，主張・立証の内容と進め方であろ

う。

審査請求手続きが訴訟手続きと大きく異なる
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ところは，当事者対時での議論（弁論）が行わ

れないということである。また，審判所が課税

庁から独立した組織にはなっていないというこ

とである。課税処分の見直し機関という性格だ

から今のままでも良いということはいえず，今

後は，早期の紛争解決という要諦やより公正な

審査請求手続きという観点から審判所の桟橋改

革が求められてくるものと考えられる。

納税者の主張が認容される比率が少ない（審

判所で釣10％前後，裁判所で2～3％程度）こ

とば確かであるが，今複，税務訴訟においては，

訴訟代理人や税理士補佐人の力量が問われてく

ることは間違いがないであろう。

3　筆者の経験した税務訴訟の一

事例

紹介する事例は，啓査請求の代理から関わり

た事件であるが，税理士の補佐人制度が導入さ

れる以前のものである。民訴法の補佐人申請に

射し，被告国側から本件は法律問題だから弁護

士訴訟代理人で十分であるので補佐人は不要で

あるという反論書が出たので，裁判所の決定を

あえて求めず，事実上の補佐人として準備車面

の原案作成等などを通して訴訟代理人と共同作

業を行っている。

1事件の概要（横浜地裁平成13年10月

10日判決平成11年（行り）第60号）

原告Ⅹ社は，内航船噸山九を売却し，平成7

年10月2E＝こキプロス共和国において設立した

子会社M（キプロス法人）の名義で，平成8年

3月に外航船マサシママルを取得し，租税特別

措置法の買換え特例（65粂の7）を適用して申

告した。

Ⅹ社は，M子会社はキプロス国に実態がない

ペーパーカンパニーであるので，キプロス船籍

マサシママルは実質的にⅩ社の所有であると認

識し，マサシママルにかかる収益及び費用を合

算した法人我申告をしてきた。
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Ⅹ社は，M社がペーパーカンパニーであると

する理由について，運賃コストのカットを図る

ために低賃金の外国人舶眉を乗船させたいとこ

ろ，日本籍船舶はその乗船を認めないとする特

殊事情があった。

その後，Y税務署より，平成9年9月7日

（平成8年3月31El期申告分）に買換え資産が

M社の所有であってⅩ社の所有ではないとし

て，買換え特例適用が否認され，そしてマサシ

ママルに関する減価償却費や借入金利息等の費

用が否認された。また，平成12年5月31日（平

成9年3月期から平成11年3月期までの申告

分）にも更正処分を受けたが，この処分は前処

分に引き続き，マサシママルに関する減価償却

費や借入金利息等の費用のみを否認したもの

で，両処分とも運航契約者J事務所からの定期

傭船収益は否認されないまま課税の対象となっ

ていた。

これに対しⅩ社は，不服申立てを布い，さら

に裁判所で争い，平成13年10月10日に平成9年

の更正処分に係る判決が横浜地方裁判所から申

し渡された（なお，平成12年の更正処分に対し

ては，この時点で国税不服審判所の審理途中で

ある。）。

訴訟の過程で虜告Ⅹ社は，和解案を申し入れ

た。これに卸し，裁判所が職権で和解を勧告し，

原告・被告の話し合いを待ったが合意に至ら

ず，原告敗訴となった。

原告が操案した和解案は，買換えの適用はで

きないとしても，官用収益対応の慮則から，Ⅹ

社の運航収益にかかるM社への運航委託費用等

の計上は認められるはずである。そうでないと，

収益のみの課税になってⅩ社は納税が不能とな

り倒産に至るという不合理な結果を招来すると

いうものである。

原告はマサシママルの帰属に閲し，経済的観

測説に立った実質所得者課税の原則を主張し，

他方，被告原処分庁は，法律的帰属説に立って

いた。しかし，親藩訴訟の勝訴率は低いという
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事実もあることから敗訴した場合の事業の継続

の問題も考え，また，買換え特例ができないと

しても収益の課税には理解ができないという確

証があったので，最終の口頭弁論終結時に本件

は裁判上の和解で解決するのが相当な事案であ

るとの観点から，和解の申し入れを行い，そし

て，裁判所が裁判上の和解の勧告を行ったもの

である。

2　和解案の趣旨（概要）

①　原告は，殻終の口頭弁論終結時，本件は裁

判上の和解で解決するのが相当な事案であると

の観点から，和解の場を設定してもらった。し

かし，被告の理解が得られるところでなく，解

決を見ないまま今日に至っている。

本件においては，本訴で問題となっている処

分のみが単独で存在するものでなく，M社設立

以降の原告の毎年の税務申告にも影響を与える

ものである。本訴で判断が下されても，それ以

降の慮告の申告に対する課税当局の処分が全て

争いの対象となるのである。

実際に，本訴で問題となっている処分以降の

原告の毎年の税務申告に対する課税当局の処分

に対し，行政不服手続きが提起されている。こ

れが，本訴以降も紛争として残り，また税務訴

訟として裁判所の判断をあおがなければならな

いという事態は，原告としては避けたいし，被

告，裁判所においても同様と考えるものと思わ

れる。

そういう視点に立って．裁判所において，紛

争解決の中心的役勃を遭う職責に応じ，職権に

よる和解を勧告していただければと考え上申す

るものである。

（む　問題の視点について以下述べる。

原告がすでに準備書面で主張したところであ

るが，以下，要点を整理する。

ア　被告は本件裁判の対象たる処分の後に，平

成12年5月31日付で原告に射し法人税3期分

の更正処分を行っている。

その処分は，マサシママルはM社が所有する

という被告の主張に沿って，原告の計上するマ

サシママルの減価償却額や借入金利息などの原

価・経費の計上を否認するものである。・その結

果，原告には費用収益対応の原則に反する不合

理な課税負担が生じている。

原告が本件マサシママルを実質的に所有する

ことや被告の更正処分が法人税法第22条4項の

公正安当な会計処理の法理に反することなどは

すでに主張してきたところであるが，本件の論

点を整理すると次のとおりである。

イ　本件論点と課税の公平

i原告にマサシママルの実質所有を認め，

租税措置法の買換え特例を適用するかどう

か。貫換えが認められれば，原告納税者の

主張どおりなので原告に課税上の問題は起

こらない。

正　仮に原告にマサシママルの実質的所有を

認めず，買換え特例が適用されないとする

と，原告には定期傭船収入だけが帰属し，

そのコストである減価償却費や借入金利息

などの費用が認められないという不合理な

結果となって，原告は納税が不可能となり

倒産する。

iii仮に原告にマサシママルの実質的所有が

認められず，買換え特例が適用さないとし

ても，原告には法人税法第22条4項の法理

からも費用収益対応の原則が認めらなけれ

ばならないのだから，被告は本件更正処分

を取消して．原告にマサシマシッビングに

対するマサシマ丸の傭船料を認め，その費

用計上を原告に認めることができる。

b　前記巌は事実認定の開魅であるから，被

告原処分庁の判断で行うことができ，庶告

は，買換え特例に基づく圧給された金額に

対する課税が生ずるが，定期傭船収入に対

するマサシマシッビングに対する費用の計

上を行うことができる。

③　課税の公平という観点から本件論点を考慮

○税務訴訟における補佐人莱港

しなければならず，その意味でも原告納税者は，

上記論点iの正当性を主張してきているが，仮

にiが認められない場合，ii以下の処理を行う

ことが，本来の，また正常な税務行政なのであ

る。申告主義の中の形式にこだわらず，実質に

視点を移し，正常な形に戻し，紛争を一挙に解

決するような裁判所の発動を望むものである0

3　判決とその後

判決では，マサシママルはM杜の所有である

と認定され買換え特例の適用は否認されたが，

判決の理由啓の中で，運航契約者JN事務所と

の定期傭船契約の当事者はキプロス法人M社で

ある可能性が指摘され，さらに，マサシママル

にかかる収益及び費用の帰属もM社であり，こ

れに関する所得の帰属の誤りは，本来，更正の

請求により是正されるべきであるという趣旨の

ことが述べられている。さらに，この点は，Ⅹ

社とM社との関係を明確にする必要があるが，

そのための具体的主張がない本訴ではこれ以上

仮定的に言及できないとも述べられている0

本件事案は，控訴を取り下げ，また，平成12

年の更正処分に対する審査論求も取り下げるこ

とにより，本件判決の理由書にもとづき，更正

の請求書と榛原香を原処分庁に提出し，和解案

と同じ結果を得ることができた。

4　補佐人としての心構え

ここでは，補佐人としての心構えについて，

筆者の経験を通した私見を述べてみたい。

1　論点の整理

まず論点を整理することが重要であり，前記

事例でいえぼ原告側は，国税不服審判所での主

張どおり，法人税法上の実質課税の原則，実質

所得者課税（または実質取得者）の原則の間遭

について経済的観測説に立って立給した。一方，

国側は法律的観測説に立って反論してきた。主

税跨弘報2004．11珍　57



彿典■㈱月！＿」ごの新里薬北川のポイント

客賑例のような印象もあったが，原告側は判例

を歪祝する立場に＿－立って主張・立証した。

条文上，船舶のn換えは日本船籍に限ると明

記されているため，文理解釈上，原告側に弱い

ものがあるが．判例を検索すると参考になるも

のがありヒントが生まれてくる。文理解釈で達

成できない場合は，目的論的解釈ができるとい

う脈絡のある判例があり，それを活用して，課

税上の弊醇がないことを主張した。また，課税

の礫延べは免税ではなく，ただ課税が繰り延べ

られるだけであるので，外国船籍だとしても，

外国法人が別に申告している場合には事情は異

なるが，将来の宛船時に課税すれば弊害はなく，

蘇束的には同じであることを主張した。

被告国側も，法文に厳格に書いてあるという

ような承なな主張はせず，また裁判所も，むし

ろ同一法人かどうかという事実認定に主眼が置

かれていたようである。このように，論点が大

事であり，論点が明確でないと，結果的に，十

分な主張ができなくなる恐れがある。

2　準備書面と尋問権

補佐人の一番の役割は，準備書面の内容に補

佐人としての車乗判断，税法解釈が反映される

ことである。また，補佐人になるということは，

自ら訴訟に参加するということであり，裁判官

の許可があれば，尋問も可能である。陳述は，

尋問も含むと解するのが民訴法上の一披約理解

である。

準備沓面に関して，留意することは，鼠得力

ある文革の替き方といえる。そのためには十分

な事実関係の調査と判例研究を適した法律解釈

の凱練が必要である。

文章作成については，審査請求の場合も同じ

であるが，答弁書に対する要領のいい反論書を

まとめ，意見書に対しては，課税要件事実と法律

通用に関する十分な反論書を書くことである。

税務訴訟の場でも，書面審理がほとんどであり，

書面を書くテクニック，静点を展開できる能力，
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再反論できる書面の作成能力といったものがポ

イントになってくる。どんな文章でも普段から

意識して文章を構成することが重要である。

尋問する機会に備え，実際の税務訴蘭の法廷

を傍聴したりすることも必要であるが，事実関

係の整理ができていれば，事実関係に沿った尋

問ができるはずである。

3　納税者の代理人

補佐人は，納税者の代理人としての立場にあ

り，納税者の倍額にこたえるためにも在野精神

が必要であると思われる。また，訴訟にはエネ

ルギーが必要であり，アグレッシブでなければ

ならない。能力的には，納税者の代理人として

審査請求手続きを最後まで完了できる意欲と自

億が経験を通して得られれば問題ないものと思

われる。

昂　税務争訟制度の改善点につい

て

最後に，われわれ税理士は補佐人等として納

税者の権利救済手続きに参加するだけではな

く，タックス・ロイヤーとして，次のような観

蕃争訟制度における問題点の改正にも取り組む

必要性があることも指摘しておきたい。

1　税理士の訴訟代理権の付与について

現在の税務訴訟システムは，被告国側が，指

定代理人として税務当局の専任者（訟務官）を

配置して訴訟遂行しており，また，盈判所によっ

ては税務当局から調査官が選任されて裁判官を

補佐している。改正税理士法により税理士が裁

判所において補佐人として，弁護士である訴訟

代理人とともに出頭し陳述することができるよ

うになったとしても，補佐人が選任される保証

があるわけではなく，また，現行法では税理士補

佐人だけでは辞訟代理が不可能である。これは，

納税者原告に不利であり，当事者対等の力関係

のバランスがとれていないという問題がある。

そこで，特許事件で弁理士が訴訟代理権を有

するように税理士にもー定の条件で訴訟代理権

を付与する方策が検討されなければならない。

なお，税理士制度をもつドイツでは税理士が財

政裁判所において訴訟代理権を有していること

も考慮されるべきである。

2　税務争訟における和解の必要性について

これまでわが国の税務訴訟においては，課税

関係に関する事件の裁判上の和解の事例はほと

んどない。また，国税不服審判所においても，

和解による解決手続きは認められていない。

税務争訟における和鰍ま，納税者にとって早

期に権利が救済されるという機能を有するもの

であり，したがって，諸外国で認められている

税務争訟上の和解制度を参考にその導入が検討

されなければならない。

3　執行不停止原則の見直しについて

前述したように，税務争故において納税者は

納得できない不当と思われる課税処分を争うに

もかかわらず，納税の履行が停止できないとい

う問題がある（行政事件訴訟法25粂，行政不服

審査法34粂）。現在は，判決までは強制執行が

事実上停止されているが，諸外国に見られる一

定の執行停止制度の導入が必要である。

納税者にあっては，争っても税金を払うなら

争訟を回避して泣き寝入りする者もあり，また，

差押え等の執行を受けると金融機関等の取引が

困難になる等め理由から事案の恥競性について

不安が生まれ争訟を躊躇する者もみられる。

4　国税不服審判所の機構・運営改革の必

要性について

国税不服審判所機構の改革としては，国税不

服審判所の位置づけの見直しと審判官の構成の

あり方が問われている。

●観務訴訟における補佐人業務

国税不服審判所は現在，国税庁の下にある機

関となっており，中立・公正な第三者機関とは

なっていない。これを，地方税の不服事案もあ

わせて審査できる「税務審判所」として国税庁

（および当該自治体）から独立した機関（国家

行政組織腐でいう委員会レベル）として構築す

る方策も検討されてもよい。

審判官の構成としては，韓国等で見られるよ

うな税理士等の民間人から登用する非常任審判

官制度が朔討されるべきである。

また，審判官がほとんど原処分庁と同じレベ

ルの行政組織から任用されているという問題が

ある。このような機構に対して，納税者・国民

からは公正な審理機関としての信頼を得ること

は難しい。ドイツや米国で見られるような特別

の行政裁判所（ドイツは財政裁判所，米国は租

税裁判所）に機構を改革して，裁判官に税理士等

の民間人を登用することも検討されてもよい。

5　税金の使途を監視する納税者訴訟権の

導入について

納税者には，税金の使途について窓法および

法令に適合していないと思われる場合に，会計

検査院に対して不服申立てができる権利が導入

される／ヾきである。また，地方自治体に対して

認められている住民訴訟が，国レベルでも納税

者訴訟権として導入されることによって税金の

使途が監視できるように検討されるべきであ

る。
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